
市街地火災の延焼予測について

1｡ はじめに

わが国の都市は有史以来，しばしば大火に

見舞われた苦い経験を持っている。殊に戦後

の昭和20年代には建物の焼批面積が約３万㎡

以上の大火が毎年のように頻発し，大損害を

蒙った。その後各都市では市街地建物の不燃

化と消防力の強化充実に努めた結果，昭和51

年の酒田市の大火を最後に大火は発生してい

ないが，決して根絶されたわけではなく，強

風下や大地震発生のような悪条件のもとでの

市街地の大火災発生の危険は依然として残さ

れている。この小文では，市街地火災の危険

度を予測する方法について，従来から研究開

発された各種手法のうちの主なるものについ

てその概要を述べるとともに，各手法の相違

点や適用に際しての留意点等を説明すること

にする。なお総合的な火災危険は，一般的に

出火危険と延焼危険の積として表わすことが

できるので，以下では延焼危険を主とするが

出火危険についても簡単に述べることにし

た。

2｡ 出火危険

ａ）横井方式

この方式は昭和27年頃，当時建設省建築研

究所におられた横井鎭男博士が提案されたも

ー
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ので，その基本的な考え方は，火災を確率現

象として捉えるというものである。先ず「出

火危険度」＝「１年問当りの一定人口（例え

ば10万人）に対する実火災の出火件数の統計

値」で表すものとし，統計値には最近の5 ～

10年間程度の平均値を用いるが，年問の火災

件数が少ない小都市等では長期問または同程

度の数都市の統計値を集め，その平均値を用

いる等の考慮が必要である。なおこの横井方

式では延焼危険度についても確率的な表現の

指標を提案されており，出火危険度と延焼危

険度の積として総合的火災危険度を表わすよ

う考えられているが,詳細は文献1（Ｐ.373）

を参照されたい。

ｂ）水野方式

この方式は水野弘之博士が昭和51年に研究

発表されたもので，前期のａ）と同様に出火

の統計値を用いるものであるが，大地震に伴

う出火の予測を目的としているので，地震に

よる住家全壊率と出火率との相関関係を基礎

にしている。又この方式では季節別，時刻別

の出火件数の予測を可能とした点も特長の１

つである。出火件数予測値ｙは次式で表わさ

れる。

ｙ＝α×βＸＢＸＮＸ（ｘ／ｎ）a

ここに，α＝時刻係数（火気使用率）＜表
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１＞

β＝季節係数＜表２＞

Ｎ＝世帯数（戸数でも可）

ｘ＝全壊住家世帯数（同上）

ａ，Ｂ＝パラメータ（統計的推定値）

このうち，ａとＢの値については，過去の火

災を伴った13件の地震について，出火のあっ

た114 の市区町村のデータを整理分析して，

全出火の場合: Ｂ＝0.004125 ，ａ＝0.5696 ，

炎上火災のみの場合: Ｂ＝0.003152 ，ａ＝

0.6041を得ている。

この方式の不十分な点は，出火のあった市

区町村のデータのみを用いているので，全壊

住家があっても出火が１件もなかった市区町

村が採り上げられていない為に，算定結果が

実際の出火率より大きめの値となる点であ

る。に の点は次のｃ）方式では補正されて

いる。）

ｃ）総プロ方式

この方式は建設省の総合技術開発プロジェ

クトとして昭和52年度より５ヶ年をかけて研

究開発された「都市防火対策手法」2）の中で

表1　時刻係数α（2）

時　　 刻 ａ 時　　 刻 ａ

O ～　4

4 ～　5

5 ～　6

6 ～　8

8 ～11

11 ～13

13 ～16

0.046

0.15

0.98

1.64

1.10

1.52

0.85

16 ～17

17 ～19

19 ～20

20 ～21

21 ～23

23 ～24

1.30

2.50

1.80

1.10

0.45

0.12

表２　季 節 係 数β(2)

季　　　 節 夏 春　秋 冬

全　出　火

炎 上 火 災

0.3779

0.4152

1.0

1.0

2.6459

2.4087

示された方式である。その基本的な考え方は

まず市全域のような比較的広域な対象地域に

対する出火件数を予測し（イ段階），次にそ

の地域を構成する各地区毎にそれぞれの地区

の出火危険度に応じて前記の出火件数を配分

し（ロ段階），各地区の出火確率を予測しよ

うとするものである。具体的には，イについ

ては前記ｂ）水野方式で述べた不十分な点を

補足するため，出火0件の市区町村のデータ

も含めて計算することにし，次のｉ）とii）の

２つの表わし方を採用している。　ｉ）は統計

的検定論による安全側の推定方法により得ら

れた出火件数を「安全率の加味された出火件

数（上限値）」とするもの，又ii）は平均出

火率を用いる方法により得られた出火件数を

「出火件数の期待値」とするものである。次

にロについては，「各地区毎の出火危険度」

＝（火気器具のもつ危険度）×（建物用途の

もつ危険度）×（火気器具の使用頻度）とし

て算出する方法を開発している。なお以上の

方法の詳細については文献2 （Ｐ.38 ）及び

文献3 （Ｐ.108）を参照されたい。

3. 延焼危険

ａ）浜田式

市街地火災の延焼危険の中心的要点ともい

うべき「延焼速度式」については，昭和26年

に故浜田稔博士が火災実験及び火災事例等を

基にして提案された下記の式が最初のもの

で，その後の各種の改良型の基礎となったも

のである。それは＜図１＞に示すように，市

街地を一辺がａ（ｍ）の正方形型の木造家屋

が隣棟問隔ｄ（ｍ）を隔てて等問隔に規則正

しく並んでいるものと模式的に仮定し，その

中の一戸の中心点から出火した場合，風速Ｖ

－ ４ －



一 時間（ｓｅｃ）－

図１　市街地における木造建物の延焼速度

(ｍ/sｅｃ) の 下で 出火 時 点か ら風下， 風上，

風横の各方向 にあ る隣家の外壁面に着火 する

までの時間t1，t'，t″(分)及びさらに風下

側の次 の 家屋 に着火延 焼す る までの時 間t1

～t4( 分) が そ れぞれ( 式 １) で示 されてい

る． ただしt1 ≦10 分 ，10 分くt2 ≦30 分 ，30

分 ＜t3 ≦60 分，t, ＞60 分( 風 上t' と 風 横t ″

は時間経過 と共 に変化し ない) ． 又 隣棟 間隔

ｄが，そ れ以上大 とな れば隣家へ延焼しなく

なると考え られ る｢ 延 焼限 界距離Ｄ( ｍ) に

ついて も各方向別に( 風 下方向のみにつ いて

はt1～t4と同様の経過時間別に)，(式２)

で 示 されている．

(式1)

風下側

風上側

風横側

－

( 式2)

Ｄ1＝5十v/2　Ｄ2＝1.5･Ｄ1　Ｄ3＝3.0･Ｄ1

Ｄ4＝5.0･Ｄ1

Ｄ″＝５＋v／５　Ｄ″＝５＋７/4

又，上式はすべて平屋建の普通木造家屋の

みから成る場合の式であるから２階建の場合

にはｄの代りに，d’＝dX0.77 という値を用

い算出する方法3）も示されている。同博士は

その後，建物構造に防火木造や耐火造が混在

した場合や，風下側の着火延焼時間（t1～t4）

が不連続的である原式を連続的となるよう修

正する改良式についても提案されている3）。

b ）堀内式

筆者も又，浜田式を基礎としつつ別途に，

防火木造から成る市街地の延焼速度を与える

式や，普通木造と防火木造とが混在する場合

の算出方法（ただし，耐火造建物については

それを空地とみなす方法を用いる），及び市

街地の各地区（街区）の平均建幣率（∂％）
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をａとｄとの値 から求め る関係式等を提案し

てい る。そ のうち防火木造 に対する式として

は前記（式 １），（式 ２）の形にならい次 の（式

３），（式 ４） を提案 している。なお式中の各

記号の意味 はそ れぞ れ，ｒ はｔと， △はＤ と

同様とする。

(式３)

風下側

風上側

風横側

(式4)

△l＝D1/2　△2＝D2/2　△3＝D3/2

△4＝D4/2

△'＝D'/2　△″＝D″/2

又，普通木造と防火木造とが混存する場合

には，それぞれがすべて同一構造の場合の時

間ｔとｒ（Ｄと△も同様）とを別々に求めた

後，両者の混在割合に応じて按分比例により

混在時の時問（Ｔ（分））を算出する方法を提

案している。 さらに出火から任意の時間ｘ

（分）後における各方向別の延焼距離Ｋ（ｍ）

を与える下記の（式５）も導いている。

(式 ５)

風 下 側

風 上 側

凰 横 側

－

なお，風下方向の延焼時間を連続的に算出

する為の補正式も提案しているが詳細は文献

1( Ｐ.353) を参照されたい。なお，この延

焼速度式から導かれる卵形の焼失区域の面積

やその周長( 火面長) の算定方法は消防組織

法に基き自治省消防庁で定めている｢ 都市等

級要綱｣1)の中に も採り入れられ，全国の各

自治体でも利用されている。

ｃ) 総プロ式

この方式 も前述の出火危険の場合と同じ

く，建設省の｢ 都市防火対策手法｣2)の研究

で開発されたものである。この方法では風下

方向の平均延焼速度ｖ(ｍ／分) を次式で求

めることにしている。

ｖ＝2.385－4.729F十0.2022U……(式６)

ここにＵ は風速(ｍ／ｓｅｃ)，またＦは｢ 不

燃領域率｣ といい，次式で定義される。

Ｆ＝空地率(％)＋　|(１－空地率／100)×

耐火率( ％)|

ここに，空地率とは短辺または直経40m 以上

で，かつ面積が3,000㎡以上の公園，運動場，

墓地，田畑等の面積，及び幅員６ｍ以上の道

路の面積との合計面積が市街地面積に占める

割合( ％)をいい，又耐火率とは耐火造建物の

建築面積が全建物 の建築面積に占める割合

(％)である。なお通常ＦとＵの値は，0 ≦Ｆ

＜0.5，4 ≦Ｕ≦16の範囲内にある。

この式は浜田式を基に，延焼状況の経時変

化を表現する為に藤田隆史博士により昭和48

年に開発された延焼シミュレーションモデル

を用いて，ＦとＵ及びその他の因子を含む数

十ダースのシミュレーション実験の結果から

導き出されたもので，説明変数も少く実用上

適切なものと考えられる。なおこの式を導く

過程で用いられたシミュレーションモデルで
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は浜田式を基礎とした延焼速度式を用いてお

り，市街地のメッシュマップ及び気象情報と

出火点情報を入力データとして，着火メッ

シュから未燃メッシュへの延焼計算を次々と

繰返えし，最終的にすべてのメッシュ毎の着

火時刻 を出力するモデルの形を採っている

が,これ以上の詳細については文献2（Ｐ.95）

を参照されたい。

ｄ）各種延焼速度式の比較と適用について

前期の各延焼速度式のうち，ａ）浜田式と

ｂ）堀内式の両者は共に浜田博士の当初の式

を基礎にして発展させたもので，式の上では

多少の差はあっても全般的には大きな差異は

ないと思われる。しかし文献２の中で示され

ている昭和51年の酒田市大火の事例に適用さ

れた試算例では，浜田式では実際の延焼速度

の約1.4 倍，又堀内式では同じく0.9倍という

結果が出たが，当日の気象や消防力等の条件

次にｃ）の総プロ式は，浜田式を利用して

いる点は同様で も電算機利用による延焼シ

ミュレーションを用いる等の点で大きな進展

がみられる。そして酒田市大火の例に適用し

た場合に，実際よりやや大きい延焼速度を与

える傾向が認められたが，今後の研究の発展

の為には例えば耐火造建物の延焼阻止効果や

樹木，地形，消防力等の影響を考える場合に

有利と考えられる。しかし（式６）に含まれ

る平均延焼速度Ｕ（ｍ／分）以外の因子，例え

ば「火災前面長さ」や「焼失率」等について

は末だ十分な適合性のある関数形が得られて

おらず今後の研究課題となっている。
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